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石川県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

当審議会は、令和６年７月 11 日付け石労発 0711 第１号をもって貴職から諮問

のあった標記について、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024

改訂版」(令和６年６月 21 日閣議決定)及び「経済財政運営と改革の基本方針

2024」(同日閣議決定)に配意し、慎重かつ真摯に調査審議を重ねた結果、別紙1

のとおりの結論に達したので答申する。 

また、別紙２のとおり平成 20 年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成 20

年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデ

ータにより比較したところ、令和５年 10 月８日発効の石川県最低賃金（時間額

933 円）は令和４年度の石川県の生活保護水準を下回っていなかったことを申し

添える。 

当審議会は、令和６年能登半島地震により被害を受けた事業者、中小企業・小

規模事業者の厳しい事情を踏まえ、賃上げできる環境を整えるために、国及び石

川県に対して、これらの事業者に対する支援策を拡充し、早急に実施するよう強

く要望する。あわせて、価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保につなげる

取組を継続的に実施するよう、政府に対して強く要望する。 

また、賃金引上げに向けた支援策については、従来の助成金や補助金の制度の

積極的な運用にとどまらず、経済政策の観点から一過性ではない、継続的な制度

の構築など、政府全体による効果的な支援策の実現を強く要望する。 

さらに、来年以降の中央最低賃金審議会では、企業において継続的な賃上げが

可能となることを第一として、複数年の平均値を用いて具体的かつ説得的な引上

げ額算出の根拠を示すことを含め、可処分所得の維持又はゆるやかな上昇がなさ

れることに資する議論を行うよう国、中央最低賃金審議会に対して要望する。 

 



 

別紙１ 

 

石川県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

石川県の区域 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間  ９８４円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

法定どおり 



別紙２ 

 

石川県最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 地域別最低賃金 

⑴  件   名  石川県最低賃金 

⑵  最低賃金額  時間額 933 円 

⑶  発 効 日  令和５年 10 月８日 

 

２ 生活保護水準 

⑴ 比較対象者 

  18～19 歳・単身世帯者 

⑵ 対象年度 

  令和４年度 

⑶ 生活保護水準（令和４年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の石川県内人口加

重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（96,854 円） 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

令和５年 10 月８日発効の石川県最低賃金の 1 箇月換算額（注）と上記２の

⑶に掲げる金額とを比較すると石川県最低賃金が下回っているとは認められ

なかった。 

 

（注）1箇月換算額 

933 円（石川県最低賃金）×173.8（1 箇月平均法定労働時間数）×0.807

（可処分所得の総所得に対する比率※）＝130,859 円 

 

※ 令和６年７月 10 日付け「令和６年度中央最低賃金審議会目安に関する小委員

会（第２回）」資料２「生活保護と最低賃金」で示された比率（時間給 853 円で

月 173.8 時間働いた場合の令和４年度の税・社会保険料を考慮した可処分所得

の総所得に対する比率） 



別添 

改正審議の経過と要望について 

 

令和６年度の石川県最低賃金の改定については、石川地方最低賃金審議会及び

石川県最低賃金専門部会において慎重かつ真摯に議論を重ねた。 

今年の審議では、労使ともに最低賃金の引上げが必要との認識では一致してい

たが、引上げの具体的な額を巡っては意見が分かれる状況が続き、公益委員にお

いて、最低賃金近傍で働く人の生活への影響を考慮して年間購入頻度階級別指数

のうち「頻繁に購入」する支出項目に係る消費者物価指数（5.4％）を重視し、

地域間格差の是正、能登半島地震による影響などを総合的に考慮した上で、公益

委員案として 51 円の引上げ額を示したものの、全会一致に至らず、同案にて採

決を行った結果、別紙１のとおりの結論に達したものである。 

審議の過程で労働者側は、県内事業者における人材確保・定着の観点から最低

賃金を含む賃上げは急務であり、「誰もが時給 1,000 円」への到達を見据えた引

上げ額が必要である旨を主張し、北陸３県における地域間格差の是正につながる

ものとなるよう求めた。とりわけ、最近の消費者物価の急激な上昇は、最低賃金

近傍で働く人の生活を圧迫していると指摘し、生活水準の維持、向上の観点から

も大幅な引上げが必要であることを主張した。 

使用者側は、原材料価格等の上昇、コスト増分の価格転嫁が十分にできていな

い状況、能登半島地震による影響を受ける中小企業・小規模事業者の事情を踏ま

えると目安額の 50 円は県内の経済実態に即した金額とは言えず、引上げは困難

であるとの見解を示した。加えて、能登半島地震による被害が特に大きい奥能登

地域では、目安額での引上げは未だ事業再建の目途もたたない状況下にある経営

者にとって再建意欲をそいでしまうこととなりかねず、小規模事業者の賃金支払

能力が十分に考慮されていないとして不満の意を表明した。 

また、使用者側は、中央最低賃金審議会で示された今年の目安額について、消

費者物価指数、特に年間購入頻度階級別指数を考慮して示されことに一定の理解

を示しつつも、仮に、来年以降も、今年と同水準での最低賃金の引上げとなった

場合、事業者が急激な変化に対応することができるのか強い疑問を持ち、結果と

して賃上げが進まず、再び「失われた 30 年」の状況が生じかねないことに強い

懸念を抱くことから、来年以降の中央最低賃金審議会では、企業において継続的

な賃上げが可能となることを第一として、複数年の平均値を用いて具体的かつ説

得的な引上げ額算出の根拠を示すことを含め、可処分所得の維持又はゆるやかな

上昇がなされることに資する議論を行うよう国、中央最低賃金審議会に対して求

めた。 

審議では、労使双方から能登半島地震により被害を受けた事業者、中小企業・

小規模事業者の厳しい事情を踏まえ、賃上げできる環境の整備を国や石川県に求

める意見が多く出された。特に、取引環境については労務費、原材料費などの上



昇を適正に価格転嫁できるための施策と継続的な支援が必要であるとの指摘や、

賃金引上げに向けた支援策について、従来の助成金や補助金の制度の積極的な運

用にとどまらず、経済政策の観点から一過性ではない、継続的な制度の構築など、

政府全体による効果的な支援策の検討が必要であるとの指摘もあった。 

政府におかれては、公労使がともに求める支援策の速やかな実行に、早急に取

り組まれるよう強く求める。 


